
平
成
26
年
度

　
当
初
予
算

の
総
額
は
３
４
４
億
５
、９
６
７
万
円

（
前
年
度
当
初
比
９・４
％
増
）
と
な
り

ま
し
た
。

歳
入
の
内
訳

市
税
・
地
方
交
付
税
は
増
加
、

市
債
は
減
少

　
一
般
会
計
予
算
の
歳
入
の
う
ち
、
市

税
は
、
景
気
の
持
ち
直
し
な
ど
に
よ

　
ま
た
、
市
債
に
つ
い
て
は
、
地
方
財

源
の
不
足
を
補
填
す
る
た
め
の
臨
時

財
政
対
策
債
を
前
年
度
と
比
べ
て
20
・

０
％
（
１
億
５
、０
０
０
万
円
）
の
減

と
す
る
な
ど
、
市
債
全
体
で
前
年
度
と

比
べ
て
６・７
％
（
１
億
６
、９
６
０
万

円
）
の
減
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
前

年
度
に
引
き
続
き
進
行
中
の
大
型
事
業

の
財
源
と
し
て
起
債
を
見
込
ん
で
い
る

た
め
、
依
然
と
し
て
多
額
の
借
り
入
れ

を
行
う
予
定
で
す
。

歳
出
の
内
訳

図
書
館
整
備
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
に

引
き
続
き
、
市
誕
生
以
来
最
大
規
模

　
一
般
会
計
の
歳
出
で
は
、
中
学
生
ま

で
の
医
療
費
無
料
化
を
は
じ
め
、
高
齢

化
な
ど
に
よ
る
社
会
保
障
費
の
自
然
増

や
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情
報
通
信
技
術
）
教
育

を
充
実
さ
せ
る
た
め
の
教
育
情
報
機
器

整
備
、
図
書
館
整
備
な
ど
の
予
算
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
戦
略
重
点
事
業
と
し
て
、

地
域
内
で
人
・
モ
ノ
・
金
が
循
環
す
る

仕
組
み
づ
く
り
、
定
住
化
、
ご
み
減
量

啓
発
や
子
ど
も
を
伸
ば
す
教
育
事
業
費

な
ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
予
算
は
、前
年
度
に
続
き
、

平
成
16
年
の
３
町
合
併
以
降
、
最
大
規

模
と
な
り
ま
し
た
。

　
特
別
・
事
業
会
計
で
は
、
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
や
介
護
保
険
特
別
会
計

の
給
付
費
、
企
業
団
地
造
成
事
業
特
別

会
計
の
事
業
費
、
病
院
事
業
会
計
の
新

病
院
建
設
事
業
費
、
水
道
事
業
会
計
の

配
水
シ
ス
テ
ム
整
備
事
業
費
な
ど
に
重

点
配
分
し
た
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
う
し
た
予
算
を
編
成
す
る
に
当
た

り
、
不
足
財
源
は
、
特
定
目
的
基
金
や

起
債
な
ど
を
活
用
し
て
い
ま
す
。

　
主
な
事
業

　

・
子
ど
も
を
伸
ば
す
教
育

２
億
９
１
０
万
円

　
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情
報
通
信
技
術
）
教
育
を

進
め
る
た
め
、小・中
学
校
に
タ
ブ
レ
ッ

　

・
ご
み
30
％
減
量　

  　

  

９
６
２
万
円

　
資
源
ご
み
回
収
団
体
や
生
ご
み
処
理

機
購
入
者
へ
の
助
成
な
ど
市
内
で
排
出

さ
れ
る
ご
み
の
30
％
減
量
に
向
け
た
啓

発
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

　

・
塩
田
跡
地
の
管
理
と
活
用　

５
、２
１
３
万
円

　
排
水
ポ
ン
プ
や
堤
防
の
維
持
管
理
を

行
い
な
が
ら
、跡
地
の
活
用
に
つ
い
て
、

メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
を
軸
と
し
た
基
本
計
画

に
沿
っ
て
推
進
し
ま
す
。

　

・
地
域
内
で
人
、
モ
ノ
、
金
が
循
環
す
る

　

仕
組
み
づ
く
り　

２
億
５
、７
３
３
万
円

　
市
民
活
動
団
体
の
公
益
的
な
活
動
に

対
し
て
助
成
す
る
公
募
型
の
市
民
活
動

応
援
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

　
ま
た
応
援
寄
附
制
度
の
積
極
的
な
利

用
促
進
や
、
瀬
戸
内
市
発
ブ
ラ
ン
ド
の

展
開
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
瀬
戸
内
市
の
交
通
輸
送
の
利
便
性
な

ど
を
生
か
し
、
優
良
企
業
を
積
極
的
に

誘
致
し
ま
す
。

　

・
定
住
化　
　
　
　

  

５
、２
５
４
万
円

　
販
売
促
進
補
助
金
な
ど
販
売
体
制
を

強
化
し
、
分
譲
団
地
の
販
売
促
進
な
ど

を
行
い
ま
す
。

　
　

・
新
市
民
病
院
建
設
事
業

　
　
　
　
　
　

 

31
億
５
、０
４
５
万
円

　
平
成
27
年
度
に
か
け
て
、
総
合
病
院

の
建
設
を
手
が
け
ま
す
。
　
　

会
計
別
当
初
予
算

区分 予算額（万円） 前年度比
一般会計 1,583,259 0.01%

特別
会計

国民健康保険 450,600 2.52%
裳掛診療所 2,908 △ 16.02%
美和診療所 1,807 △ 17.90%
介護保険 395,421 2.47%
後期高齢者医療 45,941 △ 1.27%
農業集落排水事業 29,070 8.21%
漁業集落排水事業 3,361 9.81%
下水道事業 157,484 7.73%
土地開発事業 11,156 14.47%
企業団地造成事業 46,153 △ 59.57%

計 1,143,901 △ 2.87%

事業
会計

病院事業 482,082 98.27%
水道事業 236,725 60.95%

計 718,807 84.20%
合計 3,445,967 9.36%

総務費

39,452 円

土木費

31,886 円

公債費

47,977 円

民生費

126,785 円

教育費

61,605 円

衛生費

53,449 円

農林水産業費

18,774 円

消防費

16,289 円

商工費

8,031 円

議会費

5,216 円

その他
予備費 778 円　労働費 493 円

計 410,735 円

この図は、一般会計の歳出が市民１人当た
りいくらになるかを目的別に算出したもの
です。（H26.4.1 現在人口　38,547 人）

市民１人当たりの主な予算

平
成
26
年
度
当
初
予
算
概
要

　
全
会
計
の
総
額
は
、
前
年
度
当
初
と

比
べ
て
９
・
４
％
増
加

　
平
成
26
年
度
当
初
予
算
は
、
市
の
経

自主財源
（35.7％）

市税（29.3％）
46億4,267万円

分担金・負担金（1.4％）
2億2,243万円

国庫支出金（8.3％）
13億2,174万円

県支出金
（5.0％）
7億8,936万円

市債
（14.8％）
23億4,470万円

使用料・手数料（1.2％）
1億9,678万円

繰入金（1.6％）
2億5,725万円

諸収入（1.0％）
1億5,430万円

財産収入・寄附金・繰越金
（1.2％）
1億8,236万円地方譲与税・各種交付金

（4.0％）
6億3,100万円

地方交付税（32.2％）
50億9,000万円

依存財源
（64.3％）

歳入

円
（
前
年
度
当
初
比
0
・
０
１
％

増
）、
特
別
会
計(

10
会
計)

が

１
１
４
億
３
、９
０
１
万
円
（
前
年
度

当
初
比
２
・
９
％
減
）、
事
業
会
計(

２

会
計)
が
71
億
８
、８
０
７
万
円
（
前

年
度
当
初
比
84
・
２
％
増
）、
全
会
計

営
指
針
で
あ
る
第
２
次

瀬
戸
内
市
総
合
計
画
に

掲
げ
る
将
来
像
「
人
と

自
然
が
織
り
な
す 

し

あ
わ
せ
実
感
都
市 

瀬

戸
内
」
の
実
現
を
目
指

す
た
め
、
重
点
的
に
取

り
組
む
事
業
を
選
定

し
、
限
ら
れ
た
財
源
を

重
点
的
・
効
率
的
に
配

分
し
て
い
ま
す
。

　

予
算
の
規
模
は
、

一
般
会
計
予
算
が

１
５
８
億
３
、２
５
９
万

り
、
市
民
税
・
固
定
資

産
税
共
に
増
収
と
な
り
、

市
税
全
体
で
は
前
年

度
と
比
べ
て
４
・
９
％

（
２
億
１
、４
８
４
万

円
）
の
増
と
見
込
ん
で

い
ま
す
。

　
地
方
交
付
税
に
つ
い
て

は
、
全
国
の
地
方
交
付
税

の
総
額
が
前
年
度
の
１
％

減
で
確
保
さ
れ
た
こ
と

や
、
交
付
税
算
定
に
算
入

す
る
公
債
費
の
増
に
よ

り
、前
年
度
と
比
べ
て
３・

５
％（
１
億
７
、０
０
０
万

円
）
の
増
と
見
込
ん
で
い

ま
す
。

議会費（1.3％）
2億108万円

予備費（0.2％）
3,000万円

総務費
（9.6％）
15億2,077万円

労働費（0.1％）
1,900万円

農林水産業費
（4.6％）
7億2,369万円

商工費（1.9％）
3億957万円

土木費（7.8％）
12億2,910万円

消防費（3.9％）
6億2,788万円

教育費（15.0％）
23億7,468万円

衛生費（13.0％）
20億6,028万円

公債費
（11.7％）
18億4,937万円

民生費
（30.9％）
48億8,717万円

158億
3,259万円

歳出

ト
Ｐ
Ｃ
な
ど
の

教
育
情
報
機
器

な
ど
を
整
備
し

ま
す
。

　
ま
た
子
ど
も

の
学
ぶ
意
欲
を

向
上
さ
せ
る
た

め
、
体
験
型
授

業
を
実
施
し

ま
す
。

　

学
生
イ
ン

タ
ー
ン
シ
ッ
プ

を
活
用
し
、
教

育
者
を
目
指
す

学
生
を
教
育
現

場
に
招
き
ま
す
。
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具
体
的
に
は
、
内
部
管
理
経
費
な
ど

の
経
常
的
経
費
の
削
減
や
施
設
の
統
廃

合
な
ど
に
積
極
的
に
取
り
組
み
、
平
成

27
年
度
か
ら
の
段
階
的
な
交
付
税
の
削

減
な
ど
に
備
え
ま
す
。

基
金
お
よ
び
市
債
残
高
の
状
況

　

財
政
健
全
化
に
向
け
た
取
り
組
み

（
左
上
表
参
照
）
を
行
っ
た
結
果
、
特

定
目
的
基
金
な
ど
の
活
用
に
よ
り
収
支

差
は
概
ね
解
消
さ
れ
、
財
政
調
整
基
金

と
減
債
基
金
を
取
り
崩
さ
ず
に
、
予
算

を
編
成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
当
初
予
算
編
成
後
の
財
政
調
整
基
金

　

・
新
図
書
館
建
設
事
業　

８
億
４
７
７
万
円

　
生
涯
学
習
の
拠
点
と
な
る
新
図
書
館

の
本
体
工
事
を
行
い
ま
す
。

　

・
上
水
道
配
水
シ
ス
テ
ム
整
備
事
業

　
　
　
　
　
　
　
　

３
億
８
１
５
万
円

　
邑
久
地
域
と
長
船
地
域
を
結
ぶ
上
水

道
の
連
絡
管
を
布
設
し
、
安
定
し
た
水

の
供
給
に
努
め
ま
す
。

財
政
健
全
化
に
向
け
た
取
組

　
平
成
25
年
度
に
策
定
し
た
財
政
運
営

適
正
化
計
画
に
沿
っ
て
、
持
続
可
能
で

安
定
し
た
財
政
運
営
の
実
現
に
向
け
、

財
政
健
全
化
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　

・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
導
入
事
業　

３
、６
４
５
万
円

　
平
成
27
年
10
月
施
行
の
社
会
保
障
・

税
番
号
制
度
に
対
応
す
る
た
め
、
電
算

シ
ス
テ
ム
を
更
新
し
ま
す
。

　

・
地
域
防
災
対
策
事
業　

１
、１
８
７
万
円

　
見
直
さ
れ
た
国
・
県
の
防
災
計
画
に

準
拠
す
る
た
め
、
市
の
地
域
防
災
計
画

を
改
訂
し
ま
す
。
ま
た
、
自
主
防
災
組

織
活
動
な
ど
へ
の
支
援
を
行
い
ま
す
。

　

・
瀬
戸
内
市
誕
生
10
周
年
記
念
事
業　

99
万
円

　
市
誕
生
10
周
年
を
記
念
し
、
式
典
や

記
念
行
事
を
開
催
し
ま
す
。

　

・
小
児
医
療
費
等
給
付
事
業

　
　
　
　
　
　

 

１
億
５
、６
９
５
万
円

　

医
療
費
を
中
学
生
ま
で
無
料
と
し
、

子
育
て
家
庭
を
支
援
し
ま
す
。

　

・
臨
時
福
祉
給
付
事
業　

１
億
４
、８
０
０
万
円

　
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
よ
る
低
所
得

者
へ
の
影
響
を
緩
和
す
る
た
め
、
給
付

金
を
支
給
し
ま
す
。

　

・
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
事
業

　
　
　
　
　
　

 　
　

４
、６
２
５
万
円

　
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
よ
る
子
育
て

世
帯
へ
の
影
響
を
緩
和
し
、
消
費
の
下

支
え
を
図
る
た
め
、
給
付
金
を
支
給
し

ま
す
。

　
　

・
権
利
擁
護
セ
ン
タ
ー
設
置
事
業　

７
１
９
万
円

　

権
利
擁
護
に
か
か
る
相
談
窓
口
を

集
約
し
ま
す
。

職員の給与状況市
　市職員の給与は、人事院の勧告やほかの地方自治体との均衡

を考慮して、条例で定められていますが、市民の皆さんにより

一層のご理解をいただくため、現在の状況をお知らせします。

　総務課　☎０８６９ - ２２ - ３９０９ 

５  職員の初任給の状況　H25.4.1 現在

区分 瀬戸内市 国

一般行政職
大学卒

円 円

172,200 172,200

高校卒 140,100 140,100

技能労務職 高校卒 137,200 ― 

６  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　H25.4.1 現在

区分
経験年数

10 年 15 年 20 年

一般行政職
大学卒

円 円 円

240,600 279,667 334,860

高校卒 199,500 － 289,200

８ 職員手当の状況（上水道・病院事業職員を除く全職員）

（１） 期末手当・勤勉手当　H25.4.1 現在

区分 6 月期 12 月期 計
期末手当 月分 1.25 1.50 2.75
勤勉手当 月分 0.70 0.70 1.40

（３） 特殊勤務手当　H25.4.1 現在

支給実績（24 年度決算） 3,497 千円
支給職員 1 人当たり平均支給年額（24 年度決算） 55,507 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（24 年度） 15.6%

手当の種類（手当数） 6
手当の名称 支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

防疫作業手当 作業従事職員 感染病防疫作業 日額 1,000 円
犬猫死体処理手当 作業従事職員 犬猫等の死体処理作業 １体 1,000 円

行旅人死体取扱手当 作業従事職員 行旅死亡人の死体処理 １体 3,000 円
環境衛生手当 作業従事職員 一般廃棄物の処理業務 月額 15,000 円

火葬業務手当 作業従事職員
火葬作業（平日） １体 18,000 円
火葬作業（土日・祝日） １体 25,000 円

消防業務手当 消防業務従事職員
休日等出勤 １回 300 ～ 500 円
救急出動等 １回 150 ～ 510 円

（４） 時間外勤務手当
支給実績（24 年度決算） 66,403 千円

職員１人当たり平均支給年額（24 年度決算） 165 千円

11  部門別職員数の状況と主な増減理由 　

区分
職員数 対前年

増減数 主な増減理由
H24.4.1 H25.4.1

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 6 人 4 人 △ 2 人 人事異動による減
総務 75 74 △ 1 人事異動による減
税務 18 19 1 人事異動による増

農林水産 7 6 △ 1 人事異動による減
商工 8 8 0
土木 16 16 0

民生 85 78 △ 7 養護老人ホームの民間移譲、
邑久分室の廃止による減

衛生 26 30 4 地域包括ケアシステム整備
による増

計 241 235 △ 6
教育部門 67 67 0
消防部門 69 69 0

小計 377 371 △ 6

会
計
等
部
門

公
営
企
業

病院 79 84 5 採用による増
水道 26 26 0

下水道 12 11 △ 1 人事異動による減

その他 25 21 △ 4 包括支援センターの事務委
託による減

小計 142 142 0
合計 519 513 △ 6

１ 人件費の状況（平成 24 年度普通会計決算）
住民基本台帳人口

（24 年度末）
歳出額

A 実質収支 人件費
B

人件費比率
B / A

人 千円 千円 千円 ％

38,969 15,390,887 372,726 3,110,301 20.2
（注）人件費には市長・議員などの給料・報酬を含んでいます。

２  職員給与費の状況（平成 24 年度普通会計決算）
職員数

A
給与費 １人当たり給与費

B / A給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B
人 千円 千円 千円 千円 千円

376 1,275,488 178,411 470,598 1,924,497 5,118
（注）職員手当には、退職手当を含みません。また、職員数は平成 24 年 4 月 1 日現在の人数です。

３  一般行政職の給与水準（ラスパイレス指数の状況） 　H25.4.1 現在

区分 瀬戸内市 県内 14 市平均（岡山市を除く）

国家公務員の給与減額措置を加味した結果 102.9 106.9
国家公務員の給与減額措置がないとした場合 95.0 98.8

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水
準を示す指数です。

        平成 24 年度から国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づき、時限的　
　       に（２年間）、国家公務員の給料が減額されました。

（２） 退職手当　H25.4.1 現在

区分 勤続 20 年 勤続 25 年 勤続 35 年 最高限度額
　自己都合 月分 20.58 32.83 46.55 55.86

　勧奨・定年 月分 25.7875 38.955 55.86 55.86
　平成 24 年度 1 人当たり平均支給額　勧奨・定年 22,024 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は平成 24 年度に退職した職員に支給された平均額です。

（５） その他の手当　H25.4.1 現在

手当名 内容及び支給単価 支給実績
（24 年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（24 年度決算）

扶養手当 配偶者、子どもなどの区分により被扶
養親族 1 人につき 6,500 円～ 13,000 円

千円 円

38,749 232,029
住居手当 借家のみ 12,000 円～ 27,000 円 20,799 263,278

通勤手当

　・交通機関利用者
　運賃の額に応じて最高 55,000 円まで
　支給
　・自動車などの使用者
　距離に応じて 2,000 ～ 24,500 円

23,048 64,200

管理職手当 職に応じて給料の 8 ～ 12％ 42,927 476,966
管理職員特別

勤務手当
管理職が緊急時、休日等に出勤した場合
1 回上限 4,000 円、6 時間超 6,000 円 254 7,937

宿日直手当 勤務場所に応じて 4,200 ～ 5,900 円 4,935 12,276

９ 特別職の報酬等の状況 　H25.4.1 現在

区分 給料月額 期末手当

給
料

市長
円

平成 24 年度支給割合 2.95 月分（6 月期 1.4
月分、12 月期 1.55 月分）・加算措置 44％

880,000
副市長 720,000   
教育長 640,000

報
酬

議長 450,000
平成 24 年度支給割合 3.0 月分（6 月期 1.4
月分、12 月期 1.6 月分）・加算措置 15%副議長 380,000

議員 350,000

10  定員管理の進捗状況
職員数

増減数 増減率
H17.4.1 H25.4.1

人 人 人 ％

561 513 △ 48 △ 8.56

４  職員の平均年齢、平均給料月額の状況 　H25.4.1 現在

区分 平均年齢 平均給料月額

一般行政職
歳 円

42.7 313,600

技能労務職 53.1 289,200
（注）平均給料月額とは平成 25 年 4 月 1 日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

区分 効果額 主なもの

人件費の抑制 1.4 ・改選による議員数の減

事務事業およ
び内部管理経
費の見直し

72.6

・臨時職員数の削減
・施設管理運営費（指定管理料
   など）の見直し

・庁舎内印刷機器の見直し
・各種団体活動補助金の見直し

収入の確保 112.5
・基金運用収入益
・錦海塩田跡地土地貸付収入

計 186.5

財政健全化に向けた取組状況
（経常的経費の削減などの効果） 単位：百万円

※普通会計ベース（特別会計および事業会計に係るものは普通会計からの繰出額）

は
、
約
32
億
２
、４
０
０
万
円
と
な
る

見
込
み
で
す
。

　

ま
た
、
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市
債
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見
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、
前
年
度
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と
比
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約

７
億
２
、０
０
０
万
円
増
額
し
、
約

１
７
１
億
７
、０
０
０
万
円
の
見
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す
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、
下
水
道
事
業
の
継
続
的
な
展

開
、
企
業
団
地
造
成
事
業
の
積
極
的

な
推
進
に
加
え
、
新
病
院
の
建
設
工

事
に
取
り
掛
か
る
た
め
、
市
全
体
の

市
債
残
高
は
３
６
７
億
４
、６
０
０
万

円
と
な
り
、
前
年
度
末
と
比
べ
て
約

29
億
５
、７
０
０
万
円
の
大
幅
増
額
と

な
る
見
込
み
で
す
。
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７  一般行政職の級別職員数の状況　H25.4.1 現在

区分 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級
計

標準的な職務内容 部長・参与 課長・参事 課長補佐 係長・主幹 主査 主任 主事

職員数
人

9 28 25 36 31 42 25 196

構成比
％

4.5 14.3 12.8 18.4 15.8 21.4 12.8 100.0

基金残高の状況（普通会計）
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年
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込

25
年
度
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込

単位：百万円

市債残高の推移（普通会計） 単位：百万円
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